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2021年２月 25日 

各   位 

会 社 名  シ ャ ー プ 株 式 会 社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役  戴 正 呉    

  （コード番号 ６７５３） 

問 合 せ 先  会長室広報担当   吉 田  敦  

TEL   ( 0 5 0 ) 5 2 1 3 - 6 7 9 5 

   

 

堺ディスプレイプロダクト株式会社の株式売却に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社が一部株式を保有する堺ディスプレイプロダクト株式会社

（以下、「ＳＤＰ」といいます。）の株式を売却すること（以下、「本株式売却」といいます。）について決議

いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１． 本株式売却の目的 

譲受人より、当社保有のＳＤＰ株式を購入したい旨の申し出があり、当社にて検討を進めてまいりまし

た結果、以下の判断に基づき、本株式売却を決定いたしました。 

（１）当社は「強いブランド企業」の実現を目指す一方で、デバイス事業については、技術の確保や安定

した調達を維持しつつ、積極的に外部と連携する方針にて事業構造改革を進めていること。また、

ディスプレイ事業については、当社内部に世界有数の技術やノウハウの蓄積があるため、今後の事

業展開においてＳＤＰとの知的財産権分野での連携・協力関係は維持しつつも、資本関係は必須で

ないこと。 

（２）資本関係解消後も、引き続き安定的に高品質な液晶パネルの供給を受けることについて合意してい

ること。 

（３）資本関係の解消により、今後も競争力の維持に多額の継続的投資が必要となるボラティリティの高

い大型液晶ディスプレイ事業が切り離され、当社の連結業績の安定化に寄与すると考えられること。 

 

 

２． 本株式売却の要旨 

（１）売却前の所有株式数     普通株式 1,030,800株（議決権所有割合：24.55％） 

（２）売却株式数及び売却価額   普通株式  1,030,800株 ※ 

   ※売却価額については、譲受人との守秘義務契約により非開示とさせていただきます。 

（３）売却後の所有株式数     普通株式     0株（議決権所有割合：0％） 

 

 

３． 日程 

   取締役会決議日      2021年２月25日 

   売買契約締結日      2021年２月25日（予定） 

   実施予定日(効力発生日)  2021年３月15日（予定） 
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４． 対象会社の概要 

① 名 称 堺ディスプレイプロダクト株式会社 

② 所 在 地 大阪府堺市堺区匠町１番地 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役・高山 俊明 

④ 主 な 事 業 内 容 液晶表示装置その他の表示装置の開発、製造、販売及び輸出入 

⑤ 資 本 金 324億 85百万円 

⑥ 設 立 年 月 2009年 4月 1日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 4,398,000株 

⑧ 決 算 期 12月 31日 

⑨ 大株主及び持株比率 シャープ株式会社 23.44％（自己株式を含めた所有比率） 

他の会社については、守秘義務に基づき非開示といたします。 

⑩ 上場会社と当該会社との間の関係 

資 本 関 係 当社は、当該会社の持分の 23.44％を保有しております。 

人 的 関 係 当社は、当該会社に対して当社社員が出向しております。 

取 引 関 係 当社は、当該会社との間で、液晶パネル及び液晶モジュールの取引があ

ります。 

⑪ 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状況（注） 

決 算 期 2017年度 2018年度 2019年度 

純 資 産 163,996百万円 135,503百万円 115,891百万円 

総 資 産 290,305百万円 312,749百万円 348,295百万円 

売 上 高 200,226百万円 111,442百万円 99,920百万円 

営 業 利 益 11,592百万円 △17,759百万円 △7,175百万円 

経 常 利 益 7,877百万円 △28,543百万円 △19,633百万円 

当 期 純 利 益 4,300百万円 △28,470百万円 △19,642百万円 

注）2020年12月期の経営成績及び財政状況は、集計前であり、2017年～2019年度の３年間を記載いたし 

ます。なお、当該会社は連結決算を行っていないため、単体での数値です。 

 

５． 譲受人の概要 

譲受人との守秘義務契約により非開示とさせていただきます。 

なお、当社の関連当事者には該当いたしません。 

 

６． 今後の見通し 

本株式売却に伴う当社2021年３月期連結業績への影響等につきましては軽微と見込んでおります。 

 

以 上 


